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京都府中小企業団体中央会

会長 阪口 雄次

「フリーランス コ事業者間取引適正化等法」説明会のご案内

時下、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は、本会の運営に格別のご協力を賜 り厚 く御礼申し上げます。

さて、2023年 5月 12日 に公布された「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が、

2024年 秋ごろまでに施行される予定です。

同法は個人で働くフリーランスと企業間の取引の適正化、フリーランスの方の就業環境の

整備を目的とした法律で、フリーランスの方へ業務委託を行 う際に、発注事業者に対し事業

者規模や継続的業務委託の有無に応 じて、 「書面等による取引条件の明示」 「報酬支払期 日

の設定・期 日内の支払い」「募集情報の的確表示」等が義務づけられるもので各組合員及び

組合 と、フリーランスの方との契約を行 う際に適用されます D

つきましては、中小企業庁より下記のとお り開催案内がございましたので、ご多用のこと

とは存じますが、組合員等事業所の皆さまにご周知いただき、ご参加を貝易Jり ますようご案内

申し上げます。

日  時  令和 6年 6月 20日 (木) 午後 4時～午後 4時 30分 (予定)

開催方法  オンライン開催 (MicrosoftTeams)

対 象 者 フリーランスと取引を行 う事業者

※フリーランスに業務委託を行 う組合及び組合員企業

参加方法  下記の QR・ URLま たは会議 IDと パスワー ドを活用いただきご参加ください。

右記の QRコー ドよリタブレント等でご参加 ⇒

京都府中小企業団体中央会HPよ りPCで参加

⇒  httk)si//、,t′ wW.Chtlok9 i一 kYOt().or. i t sllew /2()24(う 心20rroel arlce.Bdf

【説明会参カロ用 URL】

https://teaことs.租 iCrOSoft,c om/1/meetuェ) ioin/19%3ameetill tMiZlZ100NidhLVI

wYttUtヽllmrOof)三 wMTAxMttBl%40titr笠 皇d,v2/OttO連_ext=%7b%221｀ id%2と !%3a%22b6t194148-69a6-487a三 8

a69-88236d09260a%22%2c%22()id%22%3a%2282cfb929-78f2-4884-b359-2bab49d446df%22%7d

記

【会議 ID】
【パスコード】

431 595
QBGPuD

239 398

,

crttsOftTeamsの操作方法については以下 URL又 は QRコー ドよりご確認

ください。

【ヘルフ判 httpsi//ak字 .Ins/」 ol,Tettmぶ却eettiぃ g?o聖 I士三I皇 J:ビ



フ リエ ランス の取 弓

新 しい法律ができま した
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が2023年 5月 12日 に

公布されました。2024年秋頃までに施行される予定です。
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法 律 の 目的

この法律は、フリーランスの方が費心して働ける環境を整備するため、

① フリーランスの方 と企業な どの発注事業者の間の取弓Iの適正化  と

② フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法 律 の 適 用 対 象

発注事業者 とフリーランスの間の「業務委 」に係る事業者間取引

フリーランス :業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者  :フ リーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」

といつた方も含まれますが、この法律における「フリーランス」には該当しません。

例 :フ リーランスとして働くカメラマンの場合

消費者が家族写真の撮影を委託

(事業者からの委託ではない)

←

自作の写真集をネットで販売

(売買であつて委託ではない)
消費者・企業

(不特定多数 )

0この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は f特定業務委託事業者」とされていますが、この

りTフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

● 「従業員」には、短時間・短卿問等の一時的に雇用される者は含まないこととしており、具体的には、「週労働20時間

以上かつ31日以上の雇用が見込まれる者」を「従業員」とすることを想定しています。

● なお、契約名称が「業務委託」であつても、働き方の実態として労働者である期合は、この法律は適用されず、労働基

準法等の労働関係法令が適用されます。

消費者

ひと、くらし、ヵらいのた0に

内閣官房 公正取引委員会

この法律の対象外

４】一一一
|:て企業が宣材写真の(撮

影を委託

ー
…
…
…●●■■|●

企業

(従業員を使用 )

フリーランス

(従業員を使用していない)
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法律 の 内容

発 注 事 業 者 が 満 た す 要件 に応 して フ リー ラ ンス に 対 して の 義 務 の 内 容 が 異 な りま す 。

義 務 項 目

■ フリーランスに業務委託する事業者
日 従業員を使用していない

※フリーランスに業務姜託するフリーランスも含まれます。

■ フリーランスに業務委託する事業者
日 従業員を使用している

■ フリーランスに業務委託する事業者
■ 従業員を使用している
■ 継脇的巣講養託をする

※絆縮m挙務番稀 :―Fの期間μ 卜行う韓務警託のことn

具体的な期間については、今後、政令で定められる予定です。

・ 業務委託の相手方である事業者

・ 従業員を使用 していない

,(4笠
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発 注 事 業 者 フ リー ラ ンス

①、②、④、③ l

民 体 的 な 内 容

①
き画等による取引条件 :業務委託をした場合の、■面磐による「姜託する業膀の内容』「報酬の傾」「支払期

の明示         :日 」等の取引条件を明示すること

:発注した物品等 受々け取つた日から数えて60日以内の報酬支払期日を設定し、期日内
:に報酬を支払うこと②

報酬支払期日の設定・

期日内の支払

フリーランスに対し、継縮的業務委託をした場合に法律に定める行為をしてはならな

いこと

③ 祭止事項
例えば、フリTランスにH任がないにもかかわらず、「発注した鞠呂等を受け取らないこと」、

「発注時に決めた報酬額を後で館観することJ、 「発注した糊呂管を受け取つた後に返呂するこ

と」などが禁止されます。

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリ…ランスの募集に関する憎報を掲職する際に、

・虚偽の表示や限解を与える段示をしてはならないこと

・ 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

育児介護等と業務の

両立に対する配慮

i継脇的染語委冊について、フリーランスが育児や介護などと業務を百立できるよう、

:フリーランスの申出に応して必要な配慮をしなければならないこと

⑤
例えば、「フリーランスが妊婦検診を受診すぞ

'た

めの時間を確保できるようにしたり、就業時間

を短縮する」、 「育児や介護等と両立可能な就業日・時間としたり、オンラインで業務を行うこ

とができるようにする」といつた対応が想定されます。

:フ リーランスに対する八ラスメント行為に関する相陵対応のための体嗣臨幅などの指

八ラスメント対策に

係る体制整備

口を腑じること

③
例えば、「従業員に対してプ(ラスメント防止のための研修を行う」、「八ラスメントに関する相

談の担当者を決めるJ、 「八ラスメントが発生した場合には、迅速に事実関係を把握する」など

の対応が想定されます。

②
:継続的業務妻託を中途解除したり、更新 t′ないこととしたりする場合は、原則として

:30日前までに予告しなければならないこ(上

中途解除等の

事前予告・理由開示

0この法律は、2024(令和6)年秋ごろまでの施行を予定しており、従業員の範囲や継続的業務委託の具体的な期間、発注

事業者の義務の具体的な内容などは、施行までの間に、政省令・告示などで定められる予定です。

● 詳細な法律の内容や最新の情報については、関係省庁のホームページをど覧ください。

● 項目①～③については、公正取引委員会 。中小企業庁、

項目①～②については、厚生労働省

までお問合せください。

中小企業庁    厚生労働省

令和6年 2月増扇 リーフレットNo.13

翻 鰯 騨 鰯
内閣官房   公正取引委員会


